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連結注記表

（連結計算書類作成のための基本となる重要な事項に関する注記）
1. 連結の範囲に関する事項
すべての子会社を連結しております。
連結子会社の数 ４社
連結子会社の名称
惠和光電材料（南京）有限公司
台湾恵和股份有限公司
ソウル恵和光電株式会社
KEIWA Incorporated USA

2. 連結子会社の事業年度等に関する事項
連結子会社の決算日は、連結決算日と一致しております。

3. 会計方針に関する事項
（1）重要な資産の評価基準及び評価方法
① 有価証券
その他有価証券
a. 時価のあるもの
決算日の市場価格等に基づく時価法
（評価差額は、全部純資産直入法により処理し、売却原価は、移動平均法により算定）

b. 時価のないもの
移動平均法による原価法

② たな卸資産
通常の販売目的で保有するたな卸資産
評価基準は原価法（収益性の低下による簿価切下げの方法）
a. 商品、製品及び原材料
主として総平均法

b. 貯蔵品
主として最終仕入原価法

③ デリバティブ
時価法
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（2）重要な減価償却資産の減価償却の方法
① 有形固定資産（リース資産を除く）

主として、定率法を採用しております。ただし、1998年４月１日以降に取得した建物（建物附属設備
を除く）及び2016年４月１日以降に取得した建物附属設備並びに構築物については定額法を採用してお
ります。
なお、主な耐用年数は以下のとおりであります。
建物及び構築物 ５～38年
機械装置及び車輛運搬具 ３～17年

② 無形固定資産（リース資産を除く）
定額法を採用しております。なお、自社利用のソフトウェアについては、社内における見込利用可能期

間（５年）に基づいております。

③ リース資産
所有権移転外ファイナンス・リース取引に係るリース資産
リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額法を採用しております。

（3）重要な引当金の計上基準
① 貸倒引当金

債権の貸倒損失に備えるため、当社は、一般債権については貸倒実績率により、貸倒懸念債権等特定の
債権については個別に回収可能性を検討し、回収不能見込額を計上しております。
また、在外連結子会社は、主として個別に回収可能性を検討し、回収不能見込額を計上しております。

② 製品保証引当金
製品の品質保証等に伴う支出に備えるため、過去の実績に基づく見積額を計上しております。
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（4）その他連結計算書類作成のための重要な事項
① 退職給付に係る会計処理の方法
a. 退職給付見込額の期間帰属方法
退職給付債務算定にあたり、退職給付見込額を当連結会計年度末までの期間に帰属させる方法につい

ては、給付算定式基準によっております。
b. 数理計算上の差異の費用処理方法
数理計算上の差異は、各連結会計年度の発生時における従業員の平均残存勤務期間以内の一定の年数

（７年）による定額法により按分した額をそれぞれ発生の翌連結会計年度から費用処理することとして
おります。
c. 小規模企業等における簡便法の採用
一部の連結子会社は、退職給付に係る負債及び退職給付費用の計算に、退職給付に係る期末自己都合

要支給額を退職給付債務とする方法を用いた簡便法を適用しております。

② 重要な外貨建の資産又は負債の本邦通貨への換算の基準
外貨建金銭債権債務は、連結決算日の直物為替相場により円貨に換算し、換算差額は損益として処理し

ております。なお、在外子会社等の資産及び負債は、連結決算日の直物為替相場により円貨に換算し、収
益及び費用は期中平均相場により円貨に換算し、換算差額は純資産の部における為替換算調整勘定に含め
ております。
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③ 重要なヘッジ会計の方法
a. ヘッジ会計の方法
原則として繰延ヘッジ処理によっております。なお、振当処理の要件を満たしている為替予約につい

ては振当処理に、特例処理の要件を満たしている金利スワップについては、特例処理によっておりま
す。
b. ヘッジ手段とヘッジ対象
ヘッジ会計を適用したヘッジ手段とヘッジ対象は下記のとおりであります。
イ. ヘッジ手段…為替予約

ヘッジ対象…製品輸出による外貨建売上債権
ロ. ヘッジ手段…金利スワップ

ヘッジ対象…借入金利息
c. ヘッジ方針
デリバティブ取引に関する権限規程及び取引限度額等を定めた内部規程に基づき、ヘッジ対象に係る

為替相場変動リスク及び金利変動リスクを一定の範囲内でヘッジしております。
d. ヘッジ有効性評価の方法
ヘッジ対象のキャッシュ・フロー変動の累計又は相場変動とヘッジ手段のキャッシュ・フロー変動の

累計又は相場変動を半期ごとに比較し、両者の変動額等を基礎にして、ヘッジ有効性を評価しておりま
す。ただし、特例処理によっている金利スワップについては、有効性の評価を省略しております。

④ 消費税等の処理方法
消費税及び地方消費税の会計処理は、税抜方式によっております。
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（表示方法の変更）
（「会計上の見積りの開示に関する会計基準」の適用）

「会計上の見積りの開示に関する会計基準」（企業会計基準第31号 2020年３月31日）を当連結会計年度
の年度末に係わる連結計算書類から適用し、連結計算書類に会計上の見積りに関する注記を記載しておりま
す。

（連結貸借対照表関係）
前連結会計年度において、「流動負債」の「支払手形及び買掛金」2,913,879千円に含めていた「電子記
録債務」（前連結会計年度631,636千円）は金額的重要性が増したため、当連結会計年度より独立掲記して
おります。

（会計上の見積りに関する注記）
（固定資産の減損）
（１）当連結会計年度の連結計算書類に計上した金額

有形固定資産 10,121,423千円

無形固定資産 84,751千円
減損損失 71,030千円

（２）識別した項目に係る重要な会計上の見積りの内容に関する情報
当社グループは、事業用資産について内部管理上の区分を基準としてグルーピングを行っており、処

分予定資産（廃棄・売却等により処分が予定されている資産）及び遊休資産については個別資産ごとに
グルーピングを行い、資産又は資産グループごとに減損の兆候判定を行っております。収益性が著しく
低下した資産グループは固定資産の帳簿価額を回収可能価額まで減額し、処分予定資産及び遊休資産も
回収可能価額にまで減額し、当該減少額を減損損失として計上することとしております。なお、減損損
失を認識するかの判定および使用価値の算定に際して用いられる将来キャッシュ・フローは、経営環境
などの外部要因に関する情報や当社グループが用いている内部の情報に基づき、合理的な仮定をおいて
計算しております。
当連結会計年度においては、遊休資産としてグルーピングされた資産グループについて、帳簿価額を

回収可能価額まで減額し、当該減少額を減損損失として特別損失に計上しております。
減損の兆候把握、減損損失の認識及び測定に当たっては慎重に検討しておりますが、事業計画や市場

環境の変化により、その見積額の前提とした条件や仮定に変更が生じ減少した場合、翌連結会計年度に
減損処理が必要となる資産又は資産グループが生じる可能性があります。
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（会計上の見積りの変更）
（耐用年数の変更）

当社は、当連結会計年度において、生産集約に伴う工場移転統合を決定したことにより、移転統合後に利
用見込みのない固定資産について残存使用見込期間まで耐用年数を短縮しております。
なお、この変更による当連結会計年度の営業利益、経常利益及び税金等調整前当期純利益への影響は軽微

であります。

（追加情報）
（新型コロナウイルス感染症の影響に関する会計上の見積り）

新型コロナウイルス感染症について、今後の広がり方や収束時期を正確に予測することは困難ですが、当
連結会計年度における当社グループの事業活動へ与える影響は限定的でありました。したがって、連結計算
書類作成時点において入手可能な情報に基づき、新型コロナウイルス感染症の影響は軽微であると仮定して、
繰延税金資産の回収可能性の判断等の会計上の見積りを行っております。
しかしながら、新型コロナウイルス感染症拡大による影響は不確定要素が多く、収束時期の長期化、事態

の深刻化等により、当社グループの事業活動に支障が生じる場合、当社グループの財政状態及び経営成績に
影響を及ぼす可能性があります。
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（連結貸借対照表に関する注記）
1. 担保に供している資産および担保に係る債務
（1）担保に供している資産

建物及び構築物 3,197,659千円
土 地 481,755千円
計 3,679,415千円
上記資産のうち、工場財団抵当に供している資産
建物及び構築物 142,772千円
土 地 21,282千円
計 164,055千円

（2）担保に係る債務
１年内返済予定の長期借入金 996,004千円
長期借入金 1,976,823千円
計 2,972,827千円
上記債務のうち、工場財団に対応する債務
１年内返済予定の長期借入金 372,437千円
長期借入金 722,684千円
計 1,095,121千円

国民企業法人カード使用の見返りとして次のものが拘束されております。
現金及び預金（定期預金） 953千円
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2. 資産に係る減価償却累計額
有形固定資産の減価償却累計額 16,311,629千円

3. 期末日満期手形に関する注記
期末日満期手形の会計処理については、手形交換日及び振込期日をもって決済処理をしております。なお、

事業年度の末日が金融機関の休日であったため、次の期末日満期手形が期末残高に含まれております。
受取手形 45,117千円

（連結損益計算書に関する注記）
1. 減損損失

場所 用途 種類 減損損失
（千円）

和歌山テクノセンター（和歌山県）
遊休資産

建物及び構築物、機械装置及び
運搬具、その他（工具、器具及
び備品）、建設仮勘定

71,030
滋賀ATセンター（滋賀県）
当社グループは、事業用資産について内部管理上の区分を基準としてグルーピングを行っておりますが、遊
休資産については個別資産ごとにグルーピングを行っております。
遊休資産については、今後稼働予定がないため、帳簿価額を回収可能価額まで減額し、帳簿価額との差額を
減損損失として特別損失に71,030千円計上しております。その内訳は、建物及び構築物3,646千円、機械装置
及び運搬具37,916千円、その他（工具、器具及び備品）1,170千円、建設仮勘定28,297千円であります。な
お、回収可能価額は実質的な価値がないと判断し、備忘価額としております。

2. 生産拠点移転統合費用
当社は、当連結会計年度において機能製品事業における生産体制のリノベーションの一環として生産集約に

伴う工場移転統合を実施しております。これにより発生した費用を生産拠点移転統合費用として特別損失に
169,184千円計上しております。その内訳は機械等資産の移設費用等147,381千円、K-site 解体費用等
19,111千円、再就職支援費用2,691千円であります。
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（連結株主資本等変動計算書に関する注記）
1. 発行済株式の種類及び総数に関する事項

株式の種類 当連結会計年度期首 増加 減少 当連結会計年度末

普通株式（株） 8,800,500 815,335 － 9,615,835

（変動事由の概要）
増加数の内訳は、次のとおりであります。
譲渡制限付株式報酬としての新株式の発行による7,435株、公募増資による新株の発行700,000株及び
第三者割当増資による新株の発行107,900株であります。

2. 配当に関する事項
（1）配当金支払額

決 議 株式の種類 配当金の総額
（千円）

１株当たり
配当額（円） 基 準 日 効力発生日

2021年３月25日
定時株主総会 普通株式 118,803 13.50 2020年12月31日 2021年３月26日

（注）2020年12月期期末配当額13.50円には、東証一部指定記念配当3.50円が含まれております。

（2）基準日が当連結会計年度に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌期となるもの
2022年３月29日開催予定の定時株主総会の議案として、普通株式の配当に関する事項を次のとおり提案
しております。

決 議 株式の種類 配当の原資
配当金の
総額
（千円）

１株当たり
配当額
（円）

基 準 日 効力発生日

2022年３月29日
定時株主総会 普通株式 利益剰余金 240,389 25.00 2021年12月31日 2022年３月30日

（注）2021年12月期期末配当額25.00円には、特別配当15.00円が含まれております。
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（金融商品に関する注記）
1. 金融商品の状況に関する事項
（1）金融商品に対する取組方針

当社グループは、事業活動を行うための資金需要に基づき、必要な資金を主に金融機関からの借入等によ
り調達しております。資金運用については、一時的な余資を安全性の高い金融商品に限定して運用しており
ます。
またデリバティブは、後述するリスクを回避するために利用しており、投機的な取引は行わない方針であ

ります。

（2）金融商品の内容及びそのリスク
営業債権である受取手形及び売掛金は、顧客の信用リスクにさらされております。外貨建ての営業債権

は、為替の変動リスクにさらされております。
投資有価証券は主に業務上の関係を有する企業の株式であり、時価の変動リスクにさらされております。
営業債務である支払手形及び買掛金は、概ね６ヵ月以内の支払期日であります。また、外貨建て債務は、

為替の変動リスクにさらされております。
借入金は運転資金及び設備投資等の資金の調達を目的としたものであり、金利の変動リスクにさらされて

おります。
デリバティブ取引は、外貨建て営業債権に係る為替相場の変動によるリスクを回避する目的で、為替予約

取引を行っております。また、変動金利での借入金の調達資金を固定金利の資金調達に換えるため、金利ス
ワップ取引を行っております。なお、ヘッジ会計に関するヘッジ手段とヘッジ対象、ヘッジ方針、ヘッジの
有効性の評価方法等については、前述の「連結計算書類作成のための基本となる重要な事項に関する注記」
に記載されている「（4）その他連結計算書類作成のための重要な事項 ③重要なヘッジ会計の方法」をご覧
ください。
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（3）金融商品に係るリスク管理体制
① 信用リスク（取引先の契約不履行等に係るリスク）の管理

当社は、与信管理規程及び債権管理細則に従い、営業部門が主要な取引先の状況を定期的にモニタリン
グし、取引先ごとの期日管理及び残高管理を行うことにより、財務状況等の悪化等による債権回収懸念の
早期把握やその軽減を図っております。
② 市場リスク（市場価格、為替や金利等の変動リスク）の管理

外貨建て営業債権の一部については、為替の変動リスクに対して為替予約を利用してヘッジしておりま
す。また、借入金に係る支払金利の変動リスクを抑制するために、金利スワップ取引を利用しておりま
す。
デリバティブ取引については、社内規程に基づき、担当部門が個別の取引を行い、その取引内容は、定

期的に担当役員に報告を行っております。
投資有価証券については、定期的に時価や発行体（取引先企業）の財務状況等を把握し、市況や取引先

企業との関係を勘案して保有状況を継続的に見直しております。
③ 資金調達に係る流動性リスク（支払期日に支払いを実行できなくなるリスク）の管理

当社は、各部署からの報告に基づき担当部署が適時に資金繰り計画を作成・更新するとともに、手許流
動性の維持等により流動性リスクを管理しております。

（4）金融商品の時価等に関する事項についての補足説明
金融商品の時価には、市場価格に基づく価額のほか、市場価格がない場合には合理的に算定された価額が

含まれております。当該価額の算定においては変動要因を織り込んでいるため、異なる前提条件等を採用す
ることにより、当該価額が変動することもあります。
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2. 金融商品の時価等に関する事項
連結貸借対照表計上額、時価及びこれらの差額については、次のとおりであります。なお、時価を把握する

ことが極めて困難と認められるものは、次表には含めておりません（（注２）を参照ください。）。
連結貸借対照表計上額

（千円）
時価
（千円）

差額
（千円）

（1）現金及び預金 9,027,843 9,027,843 －
（2）受取手形及び売掛金 5,313,670

貸倒引当金（※１） △466
5,313,204 5,313,204 －

（3）投資有価証券
その他有価証券 151,946 151,946 －

資産計 14,492,994 14,492,994 －
（1）支払手形及び買掛金 2,012,034 2,012,034 －
（2）電子記録債務 1,518,354 1,518,354 －
（3）未払金 1,141,135 1,141,135 －
（4）未払法人税等 711,968 711,968 －
（5）営業外電子記録債務 2,254,572 2,254,572 －
（6）長期借入金（※２） 6,015,945 6,028,033 12,088

負債計 13,654,011 13,666,099 12,088
（※1）主に売掛金に対応する貸倒引当金を控除しております。なお、貸倒引当金は、受取手形及び売掛金に対

する控除科目として一括して掲記しております。
（※2）１年内返済予定の長期借入金を含んでおります。

（注１）金融商品の時価の算定方法並びに有価証券及びデリバティブ取引に関する事項
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資 産
（1）現金及び預金、（2）受取手形及び売掛金

すべて短期間で決済されるものであるため、時価は帳簿価額と近似していることから、当該帳簿価額によ
っております。

（3）投資有価証券
これらの時価について、株式は取引所の価格によっております。

負 債
（1）支払手形及び買掛金、（2）電子記録債務、（3）未払金、（4）未払法人税等、
（5）営業外電子記録債務

すべて短期間で決済されるものであるため、時価は帳簿価額と近似していることから、当該帳簿価額によ
っております。

（6）長期借入金
長期借入金のうち、変動金利によるものは、短期間で市場金利を反映するため、時価は帳簿価額にほぼ等

しいことから、当該帳簿価額によっております。
固定金利によるものは、元利金の合計額を、新規に同様の借入を行った場合に想定される利率で割り引い

た現在価値により算定しております。
また、金利スワップの特例処理の対象とされている長期借入金は、当該金利スワップと一体として処理さ

れた元利金の合計額を、新規に同様の借入を行った場合に想定される利率で割り引いた現在価値により算定
しております。

デリバティブ取引
金利スワップの特例処理によるものは、ヘッジ対象とされている長期借入金と一体として処理されているた

め、その時価は、当該長期借入金の時価に含めて記載しております（上記、負債（6）長期借入金 参照）。

（注２）非上場株式（連結貸借対照表価額200千円）は、市場価格がなく、時価を把握することが極めて困難と
認められることから、「（3）投資有価証券」には含めておりません。
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（１株当たり情報に関する注記）
１株当たり純資産額 1,471円20銭
１株当たり当期純利益 289円59銭

(重要な後発事象に関する注記)
該当事項はありません。

（その他の注記）
連結計算書類中の記載金額は、単位表示未満の端数を切り捨てて表示しております。
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個別注記表

（重要な会計方針に係る事項に関する注記）
1. 資産の評価基準及び評価方法
（1）有価証券
① 子会社株式
移動平均法による原価法

② その他有価証券
a. 時価のあるもの
決算日の市場価格等に基づく時価法
（評価差額は、全部純資産直入法により処理し、売却原価は、移動平均法により算定）

b. 時価のないもの
移動平均法による原価法

（2）たな卸資産
評価基準は原価法（収益性の低下による簿価切下げの方法）
a. 商品、製品及び原材料
総平均法

b. 貯蔵品
最終仕入原価法

（3）デリバティブ
時価法

2. 固定資産の減価償却の方法
（1）有形固定資産（リース資産を除く）

定率法を採用しております。ただし、1998年４月１日以降に取得した建物（建物附属設備を除く）及び
2016年４月１日以降に取得した建物附属設備並びに構築物については定額法を採用しております。
なお、主な耐用年数は以下のとおりであります。
建 物 ５～38年
構築物 10～30年
機械及び装置 ８～17年
車輛運搬具 ３～８年
工具、器具及び備品 ３～20年
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（2）無形固定資産（リース資産を除く）
定額法を採用しております。なお、自社利用のソフトウェアについては、社内における見込利用可能期間

（５年）に基づいております。

（3）リース資産
所有権移転外ファイナンス・リース取引に係るリース資産
リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額法を採用しております。

3. 引当金の計上基準
（1）貸倒引当金

債権の貸倒損失に備えるため、一般債権については貸倒実績率により、貸倒懸念債権等特定の債権につい
ては個別に回収可能性を検討し、回収不能見込額を計上しております。

（2）製品保証引当金
製品の品質保証等に伴う支出に備えるため、過去の実績に基づく見積額を計上しております。

（3）退職給付引当金
従業員の退職給付に備えるため、当事業年度末における退職給付債務見込額に基づき計上しております。
a. 退職給付見込額の期間帰属方法
退職給付債務算定にあたり、退職給付見込額を当事業年度末までの期間に帰属させる方法について

は、給付算定式基準によっております。
b. 数理計算上の差異の費用処理方法
数理計算上の差異は、各事業年度の発生時における従業員の平均残存勤務期間以内の一定の年数（７

年）による定額法により按分した額をそれぞれ発生の翌事業年度から費用処理することとしておりま
す。

4. その他計算書類の作成のための基本となる重要な事項
（1）ヘッジ会計の方法

a. ヘッジ会計の方法
原則として繰延ヘッジ処理によっております。なお、振当処理の要件を満たしている為替予約につい

ては振当処理に、特例処理の要件を満たしている金利スワップについては、特例処理によっておりま
す。
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b. ヘッジ手段とヘッジ対象
ヘッジ会計を適用したヘッジ手段とヘッジ対象は下記のとおりであります。
イ. ヘッジ手段…為替予約

ヘッジ対象…製品輸出による外貨建売上債権
ロ. ヘッジ手段…金利スワップ

ヘッジ対象…借入金利息
c. ヘッジ方針
デリバティブ取引に関する権限規程及び取引限度額等を定めた内部規程に基づき、ヘッジ対象に係る

為替相場変動リスク及び金利変動リスクを一定の範囲内でヘッジしております。
d. ヘッジ有効性評価の方法
ヘッジ対象のキャッシュ・フロー変動の累計又は相場変動とヘッジ手段のキャッシュ・フロー変動の

累計又は相場変動を半期ごとに比較し、両者の変動額等を基礎にして、ヘッジ有効性を評価しておりま
す。ただし、特例処理によっている金利スワップについては、有効性の評価を省略しております。

（2）外貨建の資産又は負債の本邦通貨への換算の基準
外貨建金銭債権債務は、決算日の直物為替相場により円貨に換算し、換算差額は損益として処理しており

ます。

（3）消費税等の処理方法
消費税及び地方消費税の会計処理は、税抜方式によっております。

（表示方法の変更）
（「会計上の見積りの開示に関する会計基準」の適用）
「会計上の見積りの開示に関する会計基準」（企業会計基準第31号 2020年３月31日）を当事業年度の年
度末に係る計算書類から適用し、計算書類に会計上の見積りに関する注記を記載しております。

（貸借対照表関係）
前事業年度において、「流動負債」の「支払手形」1,535,245千円に含めていた「電子記録債務」（前事業
年度631,636千円）は金額的重要性が増したため、当事業年度より独立掲記しております。
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（会計上の見積りに関する注記）
（固定資産の減損）
（１）当事業年度の計算書類に計上した金額

有形固定資産 9,654,696千円

無形固定資産 74,406千円
減損損失 71,030千円

（２）識別した項目に係る重要な会計上の見積りの内容に関する情報
連結注記表「（会計上の見積りに関する注記）」の内容と同一であります。

（会計上の見積りの変更）
（耐用年数の変更）

当社は、当事業年度において、生産集約に伴う工場移転統合を決定したことにより、移転統合後に利用見
込みのない固定資産について残存使用見込期間まで耐用年数を短縮しております。
なお、この変更による当事業年度の営業利益、経常利益及び税引前当期純利益への影響は軽微でありま
す。

（追加情報）
（新型コロナウイルス感染症の影響に関する会計上の見積り）

新型コロナウイルス感染症について、今後の広がり方や収束時期を正確に予測することは困難ですが、当
事業年度における当社の事業活動へ与える影響は限定的でありました。したがって、計算書類作成時点にお
いて入手可能な情報に基づき、新型コロナウィルス感染症の影響は軽微であると仮定して、繰延税金資産の
回収可能性の判断等の会計上の見積りを行っております。
しかしながら、新型コロナウィルス感染症拡大による影響は不確定要素が多く、収束時期の長期化、事態

の深刻化等により、当社の事業活動に支障が生じる場合、当社の財政状態及び経営成績に影響を及ぼす可能
性があります。
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（貸借対照表に関する注記）
1. 担保に供している資産および担保に係る債務
（1）担保に供している資産

建物 3,174,950千円
構築物 22,709千円
土 地 481,755千円
計 3,679,415千円
上記資産のうち、工場財団抵当に供している資産
建物 134,852千円
構築物 7,920千円
土 地 21,282千円
計 164,055千円

（2）担保に係る債務
１年内返済予定の長期借入金 996,004千円
長期借入金 1,976,823千円
計 2,972,827千円
上記債務のうち、工場財団に対応する債務
１年内返済予定の長期借入金 372,437千円
長期借入金 722,684千円
計 1,095,121千円

2. 資産に係る減価償却累計額
有形固定資産の減価償却累計額 15,982,611千円

3. 関係会社に対する金銭債権又は金銭債務
短期金銭債権 2,729,601千円
短期金銭債務 66,375千円
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（損益計算書に関する注記）
1. 関係会社との取引高
営業取引による取引高
売上高 4,354,885千円
仕入高 7,815千円
販売費及び一般管理費 355,342千円
営業取引以外の取引高
受取配当金 59,886千円

2. 減損損失
場所 用途 種類 減損損失

（千円）
和歌山テクノセンター（和歌山県）

遊休資産
建物、構築物、機械及び装置
工具、器具及び備品、建設仮勘
定

71,030
滋賀ATセンター（滋賀県）

当社は、事業用資産について内部管理上の区分を基準としてグルーピングを行っておりますが、遊休資産
については個別資産ごとにグルーピングを行っております。
遊休資産については、今後稼働予定がないため、帳簿価額を回収可能価額まで減額し、帳簿価額との差額

を減損損失として特別損失に71,030千円計上しております。その内訳は、建物2,076千円、構築物1,570千
円、機械及び装置37,916千円及び、工具、器具及び備品1,170千円、建設仮勘定28,297千円であります。
なお、回収可能価額は実質的な価値がないと判断し、備忘価額としております。

3. 生産拠点移転統合費用
当社は、当事業年度において機能製品事業における生産体制のリノベーションの一環として生産集約に伴

う工場移転統合を実施しております。これにより発生した費用を生産拠点移転統合費用として特別損失に
169,184千円計上しております。その内訳は機械等資産の移設費用等147,381千円、K-site 解体費用等
19,111千円、再就職支援費用2,691千円であります。
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(税効果会計に関する注記）
1. 繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別の内訳
繰延税金資産
未払事業税 48,165千円
たな卸資産評価減 39,325千円
製品保証引当金 48,489千円
退職給付引当金 74,616千円
資産除去債務 18,872千円
減損損失 51,189千円
その他 59,251千円
繰延税金資産小計 339,909千円
将来減算一時差異等の合計に係る評価性引当額 △75,708千円
評価性引当額小計 △75,708千円
繰延税金資産合計 264,200千円
繰延税金負債
その他有価証券評価差額金 △18,180千円
その他 △1,673千円
繰延税金負債合計 △19,854千円

繰延税金資産純額 244,346千円

2. 法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担率との差異の原因となった主な項目別の内訳

法定実効税率 30.6％
（調整）
交際費等永久に損金に算入されない項目 0.8％
住民税均等割 0.6％
試験研究費等の税額控除額 △5.3％
受取配当金等永久に益金に算入されない項目 △0.6％
評価性引当額の減少 △4.8％
賃上げ投資促進税制 △2.0％
その他 △0.9％
税効果会計適用後の法人税等の負担率 18.4％
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(リースにより使用する固定資産に関する注記）
貸借対照表に計上した固定資産のほか、事務機器、車両運搬具の一部等については、所有権移転外ファイナン
ス・リース契約により使用しております。

(関連当事者との取引に関する注記)
子会社及び関連会社等

(単位：千円)

種 類 会社等
の名称

議決権等の所有
(被所有）割合

関連当事者
との関係 取引の内容 取引金額 科 目 期末残高

子会社
恵和光電材
料（南京）
有限公司

所有
直接100％

当社製品の加
工・販売
役員の兼務

製品の販売
(注) 4,352,502 売掛金 2,720,977

取引条件及び取引条件の決定方針等は、市場価格を勘案して、合理的に決定しております。

(１株当たり情報に関する注記）
１株当たり純資産額 1,381円49銭
１株当たり当期純利益 257円62銭

(重要な後発事象に関する注記)
該当事項はありません。

(その他の注記）
計算書類中の記載金額は、単位表示未満の端数を切り捨てて表示しております。
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